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行し取引を可能にする。我が国も削減目標達成のため、1500 億円掛けて９７００万 CO2 トンを購入
してきた。植林も CDM の 1 つとして承認され(Afforestation / Reforestation CDM)、途上国の農村部
や後発開発途上国において、積極的に活用することが期待された。しかし、京都議定書第一約束
期間において排出削減 CDM プロジェクトは 4000 件以上登録されたのに対し、A/R CDM の登録
数はわずか 37 件である。このため、ポスト京都議定書では森林の CO2 吸収量を積極的に活用す
るため、A/R CDM 方法論の見直しが、UNFCCC 事務局から求められている。 
 このような背景を下に、山ノ下氏は自らがプロジェクト設計を行い、日本で初めて国連に登録され











第 2 章では、現在の A/R CDM の主なルールを、山ノ下が開発に携わったベトナムの A/R CDM






それ以外にも A/R CDM のルールが持つ様々な問題点を体系的に整理し、改善方策として住民
のケイパビリティに着目した A/R CDM の在り方を検討した。 


















はじめて達成できるという結論を踏まえ、以下のような A/R CDM 制度の改善を提言した。 
1) ケイパビリティ開発に必要な A/R CDM 準備段階の導入 
2) ケイパビリティ開発のための資金確保 
この提言は、気候変動枠組条約締約国会議におけるポスト京都議定書に向けた A/R CDM 制
度の改善だけでなく、UNFCCC の枠組みを活用して森林の維持・拡大、農民の生活福祉の向上
にも利用して寄与する。 
 京都議定書において排出削減という工業分野の CDM は飛躍的に拡大したのに対し、農村
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以上のことを総合的に判断し、本論文は博士(人間科学)の学位を授与するに十分値するも
のと認める。 
 
